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2013年3月期 業績概況2013年3月期 業績概況

 2013年3月期の営業利益は1,952億円（前年同期比▲4.7%）

 自己資本比率は46.4%（前年度末対比+10.7pt)

2012年3月期末 2013年3月期末 差 (前年度末対比)

自己資本比率 (%) 35.7% 46.4% +10.7pt

（億円） （億円） 営業利益率

＋2.8%

営業利益

2012年3月期 2013年3月期 2013年3月期2012年3月期
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 2013年3月期の営業収益は、1兆2,388億円、営業利益は1,952億円となりました。

営業利益率は昨年より1.2%減少したものの、15.8%と引き続き高い水準を維持することができました。

自己資本は順調に積み上がり、自己資本比率は前年度末35.7%であったところ、2013年3月末時点では46.4%となりました。

中期経営計画の目標値として掲げております50%の達成に向けて、順調に進捗しております。
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株主還元株主還元

2013年3月期

2013年3月期 当期純利益 1,716億円

発行済株式数 181,352,000株

2013年3月期 配当 190.00円

一株当たり

190.00円

 株主の皆さまへ積極的に利益還元する基本方針に鑑み、

一株当たり配当金は前回予想から10円増額し、190.00円とする予定。

 来期についても、連結当期純利益の20%程度の配当性向とする予定。

2014年3月期 見通し

2014年3月期 当期純利益 1,180億円

発行済株式数 181,352,000株

2014年3月期 配当予想 連結当期純利益の20%程度

*2013年3月末時点において当社株主名簿への記載を拒否された外国人等株主に対する配当金(約6.0%, 約20億円)に関しては、当社の内部留保とさせていただく予定です。

2014年3月期 見通し2013年3月期 実績

前回予想

一株当たり

180.00円 増額
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当社は株主の皆さまへの還元を経営の最大の目標のひとつと位置づけており、安定的に収益を上げ、配当していくことを目指しており

ます。

今期の配当性向は連結当期純利益の20％程度として一株当たりの配当金は180円を見込んでいる旨、前回の第3四半期決算発

表時にご説明させていただきました。

今般、連結当期純利益が1,716億円となったことを受け、連結当期純利益の20%程度に相当する一株当たりの配当金を前回予想

から10円増額し190円とする案を取締役会にて決議いたしました。今後、株主総会にお諮りする予定です。

また、来期2014年3月期の配当に関しましても、連結当期純利益の20%程度とすることとしております。なお、配当金予想につきまし

ては、業績がより明らかになった段階で、随時開示する予定です。

引き続き利益を最大化し、株主の皆さまへの還元を最大化すべく取り組んでまいります。



ボーイング787型機の運航についてボーイング787型機の運航について

開設

路線 便名 使用機材 開設日 週間便数

成田=ヘルシンキ JL413/414 787-8 2013年7月1日 7

その他787投入路線

路線 便名 現機材 787投入時期 週間便数

成田=ボストン JL8 / 7 777-200 2013年6月1日
(デイリー運航再開)

7

成田=サンディエゴ JL66 / 65 777-200 7

成田=シンガポール
JL719 / 712
JL711 / 710 767-300

2013年6月1日
14

羽田=シンガポール JL35 / 36 767-300 7

羽田=北京 JL21 / 22 737-800 7

成田=デリー JL749 / 740 777-200 2013年7月12日 7

羽田=サンフランシスコ JL2 / 1 777-200
2013年9月1日

7

成田=モスクワ JL441 / 442 777-200 3

成田=シドニー JL771 / 772 777-200 2013年12月1日 7

成田=バンコク JL707 / 718 767-300/
777-200

2013年12月2日
(週間4便が787運航) 7

 1月16日よりボーイング787型機

（保有7機）による運航を見合わ

せ、代替機材による運航を実施。

 6月1日より787型機の運航を

再開予定。

注：1. F=ファーストクラス C=ビジネスクラス Y=エコノミークラス

2. 代表機材例

参考/国際線機材別座席数

4

機材 座席数
777-300(2)

SKY SUITE 777
232 (F(1):8 C(1):49 Y(1):175)

787-8 186 (C(1):42 Y(1):144)
777-200(2) 245  (C(1:56 Y(1):189)
767-300(2) 227  (C(1:30 Y(1):197)
737-800(2) 144 (C(1:12 Y(1):132) ※上記計画とスケジュールは関係当局の許可を前提としております。
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まずはじめに、ボーイング787型機で発生したバッテリー不具合により、当社におきましても1月16日から787型機の運航見合わせが続

き、お客さま、関係する皆さまに多大なご迷惑とご心配をおかけいたしましたことを心よりお詫び申し上げます。

運航を見合わせておりましたボーイング787型機につきましては、今般、耐空性改善通報が国土交通省航空局より発行され、当該

通報に基づいて改修が完了した機体より飛行が可能となりました。これまでの間、当社は日米両国の調査機関に積極的に協力する

とともに、航空機メーカーであるボーイング社を中心に日米両国の航空当局、第三者機関などが参画して行われてきた再発防止に関

する取り組みにも当初から深く関与し、お客さまに安心してご利用いただけるよう、高い安全性を求めてまいりました。

 787型機につきましては、必要な改修を行い安全性・信頼性を十分に確認し、万全の準備を整えた上で、2013年6月1日より順次

運航路線に投入いたします。

また、開設を延期しておりましたヘルシンキ線につきましては、7月1日からの運航を予定しております。

お客さまに787型機を含むすべての航空機をこれからも安心してご利用いただけるよう、1便1便の安全運航を堅持してまいります。
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中期経営計画2012-2016 ローリングプラン2013 概要中期経営計画2012-2016 ローリングプラン2013 概要
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競争に勝ち抜くために（3つの差別化）

●JALブランドの追求
安全運航の堅持、「お客さまに最高のサービ
スを提供する」ことを目標にフルサービスキャリ
アとしての「JALブランド」を追求し構築する。

●路線ネットワーク・商品・サービス
「お客さまから一番に選ばれるエアライングルー
プ」となるため、利便性の高いネットワークを展
開し、競合他社の先を行く商品・サービスを常
にご提供する。

●コスト競争力
「抜本的な費用効率化」への取り組みを継続
的に推進し、コスト競争力を維持、向上するこ
とで、リスク耐性を強化し、成長を実現できる
経営基盤を構築する。

安全を守る取り組み 路線ネットワーク 商品・サービスグループマネジメント 人財育成

重要な取り組み課題（5つの取り組み）

経営目標（3つの目標）１．安全運航はJALグループの存立基盤であり、社会的責務であることを認識し、
輸送分野における安全のリーディングカンパニーとして、安全運航を堅持する。

２．お客さまが常に新鮮な感動を得られるような最高のサービスをご提供し、
2016年度までに「顧客満足 No.1(※)」を達成する。

３．景気変動やイベントリスクを吸収しうる収益力、財務基盤として、
「5年連続営業利益率10%以上、2016年度末自己資本比率50%以上」を達成する。

※お客さまの再利用意向率、他者推奨意向率 : 公益法人 日本生産性本部 サービス産業生産性協議会が公表するJCSIの値（Japanese Customer Satisfaction Index)
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 JALグループには、計画作成を重視する一方、その実行状況や達成度に対する振り返りが十分ではなく、結果についての分析、反省

をふまえることなく、以後の経営を進めたという、大いに反省すべき過去があります。

よって、現在の2012から2016年度までの JALグループ中期経営計画 においては、目標に向かってどのような施策を実行しているのか

ということ を常に確認し、必要に応じて目標に向けての取り組みを修正して 計画の必達に向けて行動している ことを社内は勿論のこ

と、お客さま、株主の皆さま、関係者の皆さまに ご説明することが重要であると考えています。

そのために、現在の経営環境を踏まえたうえで、2012年度から2016年度へのJALグループ中期経営計画の経営目標を変更しないこ

とを確認した上で、

・ JALグループ社員が、「進むべき方向を確認し、今我々がどこにいるのかを理解すること」

・ お客さま、株主の皆さま、関係者の皆さまへ、「中期経営計画の進捗状況をお示しすること」

を目的として、今回、「中期経営計画ローリングプラン2013」を策定いたしました。

中期経営計画で競争に勝ち抜くために他社と差別化を図る項目としておりました、「JALブランドの追求」、「路線ネットワーク・商品・

サービス」、「コスト競争力」の「3つの差別化」について、振り返り と 今後の取り組みについて ご説明いたします。



中期経営計画ローリングプラン ～ JALブランドの追求中期経営計画ローリングプラン ～ JALブランドの追求

2012年定時到着率でJALグループが

3部門において第1位に認定

 メジャーインターナショナル部門 JAL    世界 第 1 位
 アジア・メジャー部門 JAL   アジア 第 1 位
 アジア・リージョナル部門 J-AIR アジア 第 1 位

引き続き安全を大前提に定時運航に取り組む

 777-200全機にファーストクラス導入

 737-800全機にクラスJ設置完了

 機内インターネット 「JAL SKY Wi-Fi」
4月よりロンドン線、フランクフルト線に拡大

その他欧州線へも順次拡大予定

 すべてのクラスに新しい座席を導入(SKY SUITE 777)
ロンドン線に続き、ニューヨーク線へ5月より導入予定

機内居住性向上のための施策を継続

「SKY SUITE 777」投入路線拡充

767型機材のビジネスクラスにフルフラットシートを導入

7

「JALスマ－トスタイル」として空港や機内がより便利

となる新たなサービスを順次展開予定

国際線 ～ 高品質・フルサービス 国内線 ～ 便利・シンプル

定時運航への取り組み
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国際線においては「ひとクラス上の最高品質」をテーマに全クラスの居住性、機能性を大きく改善した「SKY SUITE 777」をロンドン線

に導入致しました。前年比でイールドが5%から10%向上しているなど、好調に推移しております。今後、5月のニューヨーク線に続き、

欧米路線に順次展開してまいります。

また、「JAL SKY Wi-Fi」として本邦エアラインとしては唯一機内インターネットサービスを開始し、多くのお客さまにご利用いただいており、

今後提供路線を拡大してまいります。加えてボーイング767型機材を改修し、ビジネスクラスにフルフラットシートを導入していく予定です。

国内線においてはボーイング777-200型機材全機にファーストクラスを設置し、また737-800型機材全機へのクラスJ導入を完了いたし

ました。今後は「JALスマ－トスタイル」として空港や機内がより便利となる新たなサービスを順次展開していく予定です。

 さらに、2012年は定時到着率において、メジャーインターナショナルエアライン部門及びアジア・メジャー部門において日本航空が1位を

獲得し、アジア・リージョナル部門でJ-AIRが1位を獲得することができました。

機材改修といったハード面での施策に加え、全ての部門の社員が一丸となってお客さまに最高のサービスを提供していくことによって、選

好性をさらに強化し、フルサービスキャリアとしての「JALブランド」を追求し続けます。



 成田=ボストン線、成田=サンディエゴ線を新規開設

 成田=シンガポール線、成田=デリー線を増便

 成田/羽田=シンガポール線、成田=モスクワ線、羽田=北京線の運

航機材変更

 福岡＝花巻線、新潟＝札幌線 開設(再開) 
 羽田＝中部線開設

 伊丹発着3路線（松山/函館/三沢）を開設(再開)
 既存伊丹発着路線を増便

 ジェットスタージャパンとコードシェア、マイレージ提携を開始

国際線接続ネットワークとして補完的に活用

中期経営計画ローリングプラン ～ 路線ネットワーク中期経営計画ローリングプラン ～ 路線ネットワーク

Boston
San 

Diego

Moscow

Singapore

Delhi

Beijing

8

国際線 国内線

Helsinki

※2011年度実績を100とした場合

開設を延期していたヘルシンキ線→ 7月1日より運航開始予定

2013年度中に羽田発着中国路線の開設、増便を検討

2014年度以降、計画されている増枠を最大限活用

成田空港において国際線接続のハブ機能を向上

2013/16年度
運航諸元

2013年度 2016年度

中期経営
計画値

今回
計画値

中期経営
計画値

今回
計画値

ASK 国際 113 109 125 122

国内 104 107 97 98

合計 109 108 113 111

便数 国際 113 108 121 118

国内 103 107 105 106

合計 104 107 107 108

Tokyo
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国際線に関しては、ボーイング787型機材を活用し、成田＝ボストン線、成田＝サンディエゴ線を新規に開設しました。運航見合わせ

でご迷惑をおかけした点もございましたが、両路線とも順調に推移しております。

また、同じく787の運航見合わせにより、開設を延期しておりましたヘルシンキ線に関しましては7月1日より運航を開始する予定です。

羽田空港に関しましては、2013年度中に羽田発着中国路線の開設や増便を検討し、2014年度以降、計画されている増枠を最

大限活用してまいります。また、成田空港において国際線接続のハブ機能を向上させてまいります。

国内線に関しては、羽田の新規増枠を活用した羽田＝中部線の開設をはじめ、低騒音ジェット機枠を活用して伊丹発着路線を拡

充いたしました。また、ジェットスタージャパンとのコードシェア及びマイレージ提携を開始しております。

引き続き、お客さまの利便性向上をはかり、路線ネットワークを強化することによって さらなる営業利益増加を図ってまいりたいと考えて

おります。



中期経営計画ローリングプラン ～ 路線ネットワーク中期経営計画ローリングプラン ～ 路線ネットワーク

 ブリティッシュ・エアウェイズとの共同事業を開始

 アメリカン航空との共同事業も、引き続き好調に推移

利便性向上及び効率化のため共同事業を成熟させていくとともに、その範囲拡大や新規パートナーの追加等を追求

新たなパートナー(※)を含めたoneworldアライアンスのネットワークを最大限活用
※マレーシア航空(2013年2月加盟)、カタール航空(2013年度加盟予定)、スリランカ航空(2013年度加盟予定)、

TAM航空(2014年度加盟予定)、USエアウェイズ(アメリカン航空との合併会社として加盟予定)

9

アライアンス及び提携戦略
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アメリカン航空 と進めてまいりました太平洋線の共同事業、及び ブリティッシュエアウェイズ と進めてまいりました欧州路線における共同

事業につきましては、おかげさまで順調に推移し、提携効果も着実に表れております。

今後は関係をさらに深化させていきたいと考えており、共同事業の範囲の拡大や新規パートナーの追加などを追求してまいります。

また、新たなパートナーが加わり、さらに充実するワンワールド加盟各社のネットワークを最大限活用し、お客さまの利便性を引き続き

向上させてまいります。



中期経営計画ローリングプラン ～ コスト競争力中期経営計画ローリングプラン ～ コスト競争力

航空運送連結対象範囲の拡大（6社から32社に変更）

より適切な費用管理体制の構築

ユニットコスト（単位：円） 2012年度 2013年度

オリジナル
中期経営計画

総費用（対象拡大前） 11.5 11.3

総費用（対象拡大後） - 11.4

内、燃油費以外 - 8.3

実績・計画・見通し
総費用（対象拡大後）(*1) 11.5 12.0

内、燃油費以外(*1) 8.5 8.6

2016年度

11.0

11.1

8.0

燃油費以外のユニットコスト目標値を追加

自助努力によって削減可能な部分を明確化

当初の目標である8.0円（燃油費を除いたユニットコスト）を達成する計画

全社一丸となってコスト競争力の更なる向上に挑戦

航空運送連結対象32社の連結営業費用

航空6社のASK

2013年度以降のユニットコストの定義

10

(*1)2012年度は対象会社拡大前の実績値。
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当社はこれまで航空6社の連結営業費用と航空6社のASKによるユニットコストを指標としておりました。

しかし、航空運送事業のコスト構造が実質的には多くのグループ会社の業務にも及んでいることから、ユニットコスト低減に向けたグ

ループ全体での取り組みを強化するために、2013年度より航空運送連結対象会社を32社に拡大し、より適切な費用管理体制を構

築いたします。

また、費用項目を燃油費と燃油費以外に大別し、それぞれのユニットコストを試算することとしております。これにより、自助努力によっ

て削減可能な「燃油費以外」の部分のコストを明確にしてまいります。

そして、2016年度には当初目標と同レベルである、燃油費を除いたユニットコストで8.0円を達成する計画です。

総費用ベースでも当初目標値に近づけるよう、今後も全社一丸となってコスト競争力の更なる向上に挑戦してまいります。



11

中期経営計画 ～ コスト競争力中期経営計画 ～ コスト競争力

 部門別採算制度をグループ会社に展開

当初は、8社導入を予定していたが導入時期を前倒し、

2012年度に9社導入

2013年度に新たに9社導入予定

2011年度 2012年度 2013年度（計画）

20社
（計画）

11社2社

部門別採算制度導入社数（人員数ベース）の推移

44%人員ベース

63%
76%

部門別採算制度

<実績>

<計画>

0

ASK／期末従業員数（単位：千席・キロ／人）

2,500

2011年度 2013年度
（計画）

従業員一人あたりの生産性

2012年度

2,700
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 2011年度に、当社は部門別採算制度を導入いたしましたが、本年度は新たに9社に導入し累計で11社となりました。また、これは人

員数ベースでは2012年度では約63％となっております。

 2013年度は、新たに9社への導入を計画しており、2013年度末には累計20社となる計画です。これにより、人員数ベースで約76％

を達成する計画です。

グループ全社員一人ひとりが経営に参画する強固な組織運営体制を構築し、ＪＡＬグループ企業理念の実現、中期経営目標の達

成を目指してまいります。
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人的生産性
向上

 間接部門のスリム化
 運航部門・客室部門の生産性向上
 空港・整備部門の全体のコスト削減

 航空機の稼働率を向上
 各地の施設の統廃合
 在庫の適正化

 成田・羽田間の貨物搬送費用の抑制
 IT既存システムに対する新技術の積極的採用
 システム安定化対策により運営コストを効率化

・ユニットコスト低減に向けあらゆる部門で生産
性向上の取り組みを継続

経営資源の
効率的活用

・羽田空港における発着枠拡大に際しての費用増加を極小化
・ITプロジェクト体制補強により優先すべき案件を着実に実行

・機体整備拠点の羽田集約
・調達プロセスの整理、標準化
・社内物流改革

環境変化への
対応

中期経営計画ローリングプラン ～ 生産性向上中期経営計画ローリングプラン ～ 生産性向上

生産性向上に向けた振り返りと今後の取り組み
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当社は、「人的生産性の向上」「経営資源の効率的活用」及び「環境変化への対応」の３つの視点から費用最小化に取り組んでま

いりました。

 「人的生産性の向上」では、2012年度に引き続きユニットコスト低減にむけ、あらゆる部門で生産性向上の取り組みを継続してまいり

ます。

また、「経営資源の効率的活用」につきましても、今後も創意工夫を重ねてあらゆる分野での改善に取り組みます。

 さらに、「環境変化への対応」につきましても、羽田空港における発着枠拡大に際しても、引き続き費用増加を可能な限り抑制してい

くほか、ITもプロジェクト体制を増強して優先すべき案件に着実に取り組みます。

今後も全社を挙げて生産性向上に努めてまいります。



航空機投資及び機材数について航空機投資及び機材数について

13

0
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100

150

200

250

2012 2013 2014 2015 2016

大型機

中型機

小型機

RJ機以下

※年度末ベース。
大型機: 773/772, 中型機: 787/767, 小型機: 737/MD90
RJ機以下: E170/CRJ/Q100～Q400/SAAB

 2012年度は1,030億円の航空機投資を実施

2016年度までに約5,170億円の投資を計画し、2016年度末時点で787を33機導入予定

787-9の導入開始予定は2015年度を予定

燃費効率向上のため2013年度中に国際線767機材6機の改修（Wingletの装着）

国内線ネットワークの迅速な展開を実現するため、E170機材を当初計画より前倒しで受領

経年化する777,767機材の退役を進め保有機材を効率化

億円 機数

JALグループ航空機投資額 JALグループ機材数推移

216 220 218 222 222

※ 年度ベース
※ 前回中期：1USD=85円前提,  今回中期：1USD=95円前提

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2012 2013 2014 2015 2016

前回計画

実績及び今回計画
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 2012年度に関しては、1,030億円の航空機への投資を実施いたしました。計画から投資額が増加しておりますが、リース機の買い取

りなどを追加的に実施したためです。

また、為替の前提を85円から95円に変更したことにより、2013年度以降の航空機投資額は本来であれば増加いたしますが、2012

年度に実施した施策により当初計画とほぼ同じ投資額で推移する計画になっています。

航空機投資については、今後2016年度までに中期期間合計で約5,170億円の投資を計画しております。

 2016年度末のJALグループにおける総機数は、国際線83機、国内線139機の合計222機となり、当初の中期経営計画からの変更

はございません。



日本航空株式会社 2013年3月期決算

[詳細]                             常務執行役員 斉藤 典和
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連結経営成績連結経営成績

 営業収益12,388億円、営業利益1,952億円

 売上高営業利益率15.8%

注：

1. 第4四半期（1-3月）の実績は2013年3月期実績（4-3月）から第3四半期累計（4-12月）の実績を差し引いて算出
2. EBITDAマージン=EBITDA/営業収益 EBITDA=営業利益+減価償却費
3. EBITDARマージン=EBITDAR/営業収益 EBITDAR=営業利益+減価償却費+航空機材賃借料
4. 6社ベースの旧基準。ユニットコスト=航空運送連結営業費用/ASK

（単位：億円） 前年同期 2013年3月期 前年同期比 第4四半期 (1) 前年同期比

営業収益 12,048 12,388 +2.8% 2,967 +0.4%
航空運送連結 10,811 11,061 +2.3% 2,630 ▲0.4%

営業費用 9,998 10,435 +4.4% 2,597 +2.9%
航空運送連結 8,932 9,349 +4.7% 2,306 +2.2%

営業利益 2,049 1,952 ▲4.7% 370 ▲14.3%
航空運送連結 1,879 1,711 ▲8.9% 324 ▲15.6%

営業利益率 (%) 17.0% 15.8% ▲1.2pt 12.5% ▲2.1pt
経常利益 1,976 1,858 ▲6.0% 316 ▲24.1%

当期純利益 1,866 1,716 ▲8.0% 310 ▲23.6%

RPK（百万人キロ） 52,578 57,049 +8.5% 14,039 +2.0%
ASK（百万席キロ） 78,560 81,189 +3.3% 20,113 +0.4%

EBITDAマージン (%) (2) 23.8% 22.3% ▲1.5pt 8.9% ▲1.9pt
EBITDARマージン (%) (3) 26.4% 24.8% ▲1.6pt 21.4% ▲2.1pt

ユニットコスト（円）(4) 11.4 11.5 +0.1 11.5 +0.2 

16
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 2013年3月期の営業収益は、国際線、国内線 双方における旅客数の増加を主な要因して、前年同期対比で2.8%増加し、1兆

2,388億円となりました。

商品サービス強化のための費用や航空機償却年数短縮による減価償却費の増加、供給量の増加による燃油費の増加、燃油価格

の上昇および為替の円安傾向などにより、営業費用は前年同期対比で4.4%増の1兆435億円となっておりますが、引き続き、部門

別採算制度などを通じた 一層の採算意識の徹底により、費用増加を抑制してまいります。

結果、当社の2013年3月期の営業利益は1,952億円となり、売上高営業利益率は15.8%となりました。また、EBITDARマージンに

関しましても、24.8%と引き続き 高い水準を維持しております。
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2013年3月期 実績分析

営業利益増減の推移営業利益増減の推移

ASK前年同期比： +3.3%
RPK前年同期比： +8.5%

（単位：億円）

費用+437億円

2013年3月期
実績

収入+340億円

前年実績

2013年3月期
計画

2013年3月期
実績

60

40

100

生産性向上による費用削減

部門別採算制度の浸透による、
費用削減

（単位：億円）

費用効率化の進捗

その他費用収入連動

供給連動

燃油費その他収入

国際貨物国内旅客

国際旅客

+5.5%
+0.9% ▲6.1%

+4.2% ▲5.8%

▲4.3%
▲1.3%

▲4.1%

▲96億円
(▲4.7%)

1,952

+41
+119

▲134

▲35
▲5

▲261

▲33

+213

2,049
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前年同期よりも、供給以上に需要を取り込み、国際線では213億円、国内線では41億円の収入増加となりました。その他収入も含

めますと、合計340億円の収入増加になりました。

費用面では、供給量の増加及び燃油、為替市況の上昇により燃油費が大幅に増加しました。また、商品・サービス強化のための費

用や、航空機償却年数短縮による減価償却費の増加、賞与水準の上昇により人件費が増加しましたが、費用増加を最小限にとど

めました。結果、営業利益は前年から96億円減少し1,952億円となりました。

また2013年3月期の計画でお示ししておりました費用効率化の100億円に関しましては、部門別採算制度による費用削減、及び生

産性向上により達成することができました。
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国際旅客事業（輸送実績）国際旅客事業（輸送実績）

国際線 前年同期 2013年3月期 前年同期比 第4四半期 前年同期比

旅客収入（億円） 3,852 4,066 +5.5% 983 +2.1%

ASK（百万席キロ） 43,036 44,745 +4.0% 11,357 +3.5%

RPK（百万人キロ） 30,313 34,036 +12.3% 8,605 +4.4%

有償旅客数（千人） 6,844 7,525 +9.9% 1,906 +1.7%

座席利用率（%） 70.4% 76.1% +5.6pt 75.8% +0.7pt

ユニットレベニュー（円）(1) 9.0 9.1 +1.5% 8.7 ▲1.3%

イールド（円）(2) 12.7 11.9 ▲6.0% 11.4 ▲2.2%

単価（円）(3) 56,290 54,041 ▲4.0% 51,573 +0.3%

注：

1. ユニットレベニュー=旅客収入/ASK
2. イールド=旅客収入/RPK
3. 単価=旅客収入/有償旅客数
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国際線におきましては、ASKが前年同期比で4.0%増加であったところ、RPKが前年同期比で12.3%増加となりました。結果、座席

利用率は、前年同期比で5.6ポイント増加の76.1%となり、前年の震災からの回復もあって、供給以上に需要の伸びが順調に推移

いたしました。

一方、日本発観光需要が好調に推移し、また、海外発需要が震災から回復したことにより客体構成が変化したため、イールドは

6.0%、単価は前年同期比で4.0%低下いたしましたが、旅客収入は5.5%増加し、4,066億円となりました。
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国際旅客事業（旅客収入の推移）国際旅客事業（旅客収入の推移）

 旅客数の増加を主因として、前年同期比 213億円の増収

4,066

2013年3月期
実績

+281

旅客数単価

▲67

前年実績

3,852

• 需要構成等
• その他
（燃油サーチャージ、為替等）

＋前年からの需要回復
＋欧米、東南アジア線好調
＋その他施策等
▲尖閣・竹島影響

+213億円
(+5.5%)

2013年3月期

 欧米/東南アジア等の中長距離路線好調
＜L/F＞ 当年 （前年）
米州線 80.1% （76.8%）
欧州線 76.8% （71.3%）
東南アジア線 74.5% （63.7%）

 成田=ボストン/サンディエゴ線就航

 SKY SUITE 777導入
ロンドン線ビジネスクラスの利用率向上及び

イールド改善に寄与。

 787運航見合わせ影響
1月～3月の影響額は▲13億円

（収入▲17億円、費用▲4億円）

 尖閣・竹島問題影響
2013年3月期で▲50億円程度
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 2013年3月期は、前年以上に欧米、東南アジア等の中長距離路線が好調に推移しました。

ボストン・サンディエゴ線に新規に就航したほか、「SKY SUITE 777」をロンドン線に導入し、ビジネスクラスの利用率向上及びイールド

の改善に寄与しました。

一方、787の運航見合わせの影響により1月～3月の間に13億円の収支影響がありました。

また中国線の尖閣問題では、当初減収を100億円程度想定しておりましたが、結果として約50億円の減収となりました。

以上により、2013年3月期の国際旅客収入は前年同期比で5.5%増加の4,066億円となりました。
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国内旅客事業（輸送実績）国内旅客事業（輸送実績）

国内線 前年同期 2013年3月期 前年同期比 第4四半期 前年同期比

旅客収入（億円） 4,811 4,852 +0.9% 1,117 ▲1.8%

ASK（百万席キロ） 35,523 36,443 +2.6% 8,756 ▲3.2%

RPK（百万人キロ） 22,264 23,012 +3.4% 5,433 ▲1.5%

有償旅客数（千人） 28,965 30,020 +3.6% 7,074 ▲0.7%

座席利用率（%） 62.7% 63.1% +0.5pt 62.1% +1.1pt

ユニットレベニュー（円）(1) 13.5 13.3 ▲1.7% 12.8 +1.4%

イールド（円）(2) 21.6 21.1 ▲2.4% 20.6 ▲0.4%

単価（円）(3) 16,610 16,163 ▲2.7% 15,795 ▲1.1%

注：

1. ユニットレベニュー=旅客収入/ASK
2. イールド=旅客収入/RPK
3. 単価=旅客収入/有償旅客数



20

国内線におきましては、2013年3月期におけるASKが2.6%の増加であったところ、RPKが3.4%増加いたしました。結果、座席利用

率は0.5ポイント増加して63.1%と、前年からの需要の回復が進みました。

一方、需要喚起を目的として出発55日前までにご購入いただくと従来よりも更にお得にご搭乗いただける運賃を設定したことや、相

対的に団体のお客さまの構成比率が高まったことなどにより、イールドは2.4%、単価は2.7%低下いたしましたが、旅客収入全体では

0.9%増加し、4,852億円となりました。
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国内旅客事業（旅客収入の推移）国内旅客事業（旅客収入の推移）

 安定した国内旅客収入を維持し、前年同期比41億円増

 ファーストクラス設定便の増加、
羽田=沖縄線への導入

 クラスJの増席

 福岡=花巻、札幌＝新潟線の
再開

 羽田＝出雲、札幌＝仙台、
福岡＝宮崎線の増便

 年末年始期間に「先得」
「スーパー先得」を設定

2013年3月期
実績

4,852

+165

単価 旅客数

4,811

▲124

前年実績

• 前年からの需要回復
• 機動的な需給調整
• その他施策等

+41億円
(+0.9%)

• 需要構成等

2013年3月期
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 2013年3月期は、ファーストクラスを羽田＝沖縄線へも新しく導入しました。さらにクラスＪの増席などによりサービス強化に努めました。

また、福岡＝花巻線などを再開したほか、羽田＝出雲線などを増便いたしました。

一方、需要喚起のために年末年始期間に「先得」「スーパー先得」を導入したことなどにより、単価は下落しましたが、増便・運航機

材の効率的な配置により、多くのお客様にご利用いただいた結果、旅客収入は前年同期比で0.9%増加の4,852億円となりました。
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主要営業費用項目主要営業費用項目

前年同期 当期
前年

同期比
第4四半期

前年
同期比

シンガポールケロシン (USD/bbl) 128.0 127.1 ▲0.7% 129.2 +1.5%

日本入着原油 (CIFJ)(USD/bbl) 112.6 114.4 +1.6% 112.7 ▲1.7%

為替 (円/USD) 78.8 82.4 +4.6% 89.1 +14.0%

（単位：億円） 前年同期 2013年3月期 前年同期比 第4四半期 (1) 前年同期比

燃油費 2,329 2,463 +5.8% 607 +0.5%

運航施設利用費 716 751 +4.8% 185 +1.7%

整備費 235 304 +29.3% 67 +29.9%

航空販売手数料 223 203 ▲8.9% 49 ▲8.1%

航空機材償却費 556 600 +7.9% 143 +4.6%

航空機材賃借料 322 309 ▲4.1% 74 ▲4.6%

人件費 2,136 2,267 +6.2% 573 +5.1%

その他 3,478 3,534 +1.6% 894 +2.9%

営業費用計 9,998 10,435 +4.4% 2,597 +2.9%

（億円） FY12FY12

原油
（1USD／bblの変動） 20  

為替
（1円／USDの変動） 25

注：1.第4四半期（1-3月）の実績は2013年3月期実績（4-3月）から第3四半期累計 （4-12月）の実績を差し引いて算出

（参考）ASK 前年同期比：+3.3%

営業費用内訳

燃油・為替前提 燃油・為替の感応度
(営業利益ベース/ヘッジなし)
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燃油価格の上昇及び円安傾向などのほか、供給量を増やしたことによって燃油費は5.8%増加しました。

運航施設利用費は供給の増加により4.8%増加しました。また、定期整備件数の増加により、整備費が29.3%増加しました。

航空機材減価償却費については償却期間の短縮および新造機の導入を行ったことで、7.9%増加しました。

人件費につきましては、前年より賞与水準を引き上げたことにより6.2%増加しました。

商品サービス強化策を実施したことなどにより、その他費用は1.6%増加しておりますが、部門別採算制度の浸透による各部門での

経費削減の結果、共通経費は減少しており、費用増加を抑制しました。
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財務状況財務状況

 有利子負債残高は返済により1,601億円

 自己資本比率は10.7pt増加の46.4%

注：

1. 割賦未払金が含まれる
2. D/Eレシオ＝（オンバランス有利子負債）÷（自己資本）
3. ネットD/Eレシオ＝（オンバランス有利子負債-現預金）÷（自己資本）

小数第2位を四捨五入

（参考）
オフバランス未経過リース料込みのD/Eレシオ：0.7x、ネットD/Eレシオ：0.0x

（単位：億円）
前年度末
2012/3/31

当期末
2013/3/31 前年度末差

総資産 10,876 12,166 +1,289

現金及び預金 2,724 3,479 +755

有利子負債残高 (1) 2,084 1,601 ▲483

オフバランス未経過リース料 2,294 2,071 ▲223

自己資本 3,885 5,650 +1,765

自己資本比率 (%) 35.7% 46.4% +10.7pt

D/Eレシオ（倍） (2) 0.5x 0.3x ▲0.3x

ネットD/Eレシオ（倍） (3) ▲0.2x ▲0.3x ▲0.2x
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有利子負債は前年度末と比較して、長期借入金やリース債務の返済が進み、有利子負債残高は前年同期から483億円減少し、

1,601億円となりました。

自己資本比率は前年同期から10.7ポイント改善し、46.4%になり、中期経営計画における目標値である50%達成に向けて順調に

進捗しております。今後も継続して資本を積み上げ、中期経営計画の目標である50%の早期達成を目指してまいります。



注：

1. 固定資産の取得による支出
2. 定期預金の入出金を除く
3. 営業キャッシュフロー+投資キャッシュフロー
4. 長期借入金の返済+リース債務の返済
5. 営業キャッシュフロー+投資キャッシュフロー+財務キャッシュフロー 24

キャッシュフローキャッシュフロー

（単位：億円） 前年同期 2013年3月期 前年同期差

税金等調整前当期純利益 1,999 1,904 ▲94

減価償却費 812 810 ▲ 2

その他 ▲244 ▲66 178

営業キャッシュフロー合計 2,566 2,648 81

設備投資額 (1) ▲986 ▲1,218 ▲232

その他 361 ▲71 ▲432

投資キャッシュフロー合計 (2) ▲624 ▲1,290 ▲665

フリーキャッシュフロー (3) 1,941 1,358 ▲583

有利子負債返済 (4) ▲3,002 ▲629 2,373

その他 258 23 ▲235

財務キャッシュフロー ▲2,744 ▲606 2,138

キャッシュフロー合計 (5) ▲802 751 1,554

EBITDA 2,861 2,762 ▲98
EBITDAR 3,184 3,071 ▲112
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営業キャッシュフローの合計は、2,648億円となりました。

また、投資キャッシュフローは新規航空機材の導入や、リース航空機の買い取り等の要因により1,290億円のアウトフローとなり、2013

年3月期のフリーキャッシュフローは1,358億円となりました。

なお、財務キャッシュフローは有利子負債の返済を進めた結果、606億円のアウトフローとなり、キャッシュフローの合計は751億円とな

りました。



《参考》国際線収入大路別実績《参考》国際線収入大路別実績

(単位:%) 前年同期 当期 前年同期差 第4四半期 前年同期差

太平洋線 32.0% 34.0% +2.0pt 33.0% +1.5pt
欧州線 18.0% 18.0% ▲0.0pt 15.0% ▲0.5pt
アジア・オセアニア 36.5% 37.0% +0.5pt 40.5% +0.0pt
中国線 13.0% 11.0% ▲2.0pt 11.0% ▲1.0pt

(単位:千人) 前年同期 当期 前年同期比 第4四半期 前年同期比

太平洋線 1,555 1,692 +8.8% 420 +2.4%
欧州線 620 664 +7.1% 157 ▲2.5%
アジア・オセアニア 3,501 4,052 +15.7% 1,065 +5.5%
中国線 1,167 1,116 ▲4.4% 263 ▲9.8%

(単位:百万席キロ) 前年同期 当期 前年同期比 第4四半期 前年同期比

太平洋線 15,029 16,087 +7.0% 4,132 +7.6%
欧州線 8,217 8,157 ▲0.7% 1,936 ▲4.5%
アジア・オセアニア 16,472 17,130 +4.0% 4,418 +3.3%
中国線 3,317 3,369 +1.6% 870 +4.8%

(単位:%) 前年同期 当期 前年同期比 第4四半期 前年同期比

太平洋線 76.8% 80.1% +3.3pt 77.0% ▲1.8pt
欧州線 71.3% 76.8% +5.5pt 76.8% +1.2pt
アジア・オセアニア 65.0% 74.6% +9.6pt 78.0% +4.6pt
中国線 66.1% 62.1% ▲4.0pt 56.4% ▲9.4pt

(単位:百万人キロ) 前年同期 当期 前年同期比 第4四半期 前年同期比

太平洋線 11,549 12,894 +11.6% 3,182 +5.2%
欧州線 5,859 6,268 +7.0% 1,486 ▲3.0%
アジア・オセアニア 10,712 12,781 +19.3% 3,445 +9.7%
中国線 2,192 2,091 ▲4.6% 491 ▲10.2%

25

旅客収入(対国際線全体比率)

ASK

RPK

有償旅客数

Load Factor
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《参考》航空機保有数の推移《参考》航空機保有数の推移

前年度末
2012/3/31

当期末
2013/3/31 増減

所有 リース 合計 所有 リース 合計

大
型
機

Boeing 777-200 15 0 15 15 0 15 --
Boeing 777-200ER 11 0 11 11 0 11 --
Boeing 777-300 7 0 7 7 0 7 --
Boeing 777-300ER 13 0 13 13 0 13 --

中
型
機

Boeing 787-8 2 0 2 7 0 7 +5
Boeing 767-300 17 0 17 16 0 16 ▲1
Boeing 767-300ER 14 18 32 14 18 32 --

小
型
機

MD90 13 0 13 2 0 2 ▲11
Boeing 737-400 16 2 18 14 2 16 ▲2
Boeing 737-800 9 32 41 18 31 49 +8

リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
機

Embraer 170 10 0 10 12 0 12 +2
Bombardier CRJ200 9 0 9 9 0 9 --
Bombardier D8-400 7 4 11 9 2 11 --
SAAB340B 9 2 11 9 2 11 --
Bombardier D8-300 1 0 1 1 0 1 --
Bombardier D8-100 4 0 4 4 0 4 --
合計 157 58 215 161 55 216 +1

航空機数の推移(連結ベース)
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2014年3月期業績予想（連結業績）2014年3月期業績予想（連結業績）

（単位：億円） 2013年3月期実績 2014年3月期予想 差

営業収益 12,388 12,720 +331

営業費用 10,435 11,320 +884

営業利益 1,952 1,400 ▲552

経常利益 1,858 1,270 ▲588

当期純利益 1,716 1,180 ▲536

（単位：億円）
2013年3月期

実績
2014年3月期

予想

営業収益 国際旅客収入 4,066 4,260

国内旅客収入 4,852 4,920

貨物郵便収入 848 840

その他の収入 2,621 2,700

燃油費 2,463 2,900

燃油費以外 7,972 8,420

ユニットコスト[燃油費以外](円) 8.5 8.6

2013年3月期実績 2014年3月期予想

ASK （前年比）

国際線・国内線合計
+3.3% +4.2%

RPK （前年比）

国際線・国内線合計
+8.5% +3.3%

燃油前提 (USD/bbl)

シンガポールケロシン

日本入着原油 (CIFJ)

127.1
114.4

127
114

為替前提（円/USD） 82.4 95
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 2014年3月期通期の営業収益は、2013年3月期から331億円増加し、1兆2,720億円となる見込みです。

また、同じく営業利益に関しましては、2013年3月期から552億円、経常利益は588億円の減少を見込んでおり、営業利益は1,400

億円、経常利益は1,270億円となる見込みです。

当期純利益は2013年3月期から536億円減少し、1,180億円となる見込みです。

なお、市況の前提につきましては、足元の状況を反映し、為替は1ドル95円、燃油は、シンガポールケロシンが127ドル/バレル、日本

入着原油（CIFJ）は114ドル/バレルとしております。
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2014年3月期業績予想（航空運送事業）2014年3月期業績予想（航空運送事業）

(*前年同期比%)

国際旅客 国内旅客

2014年3月期
[予想]

2014年3月期
[予想]

ASK(*) +3.9% +4.5%

RPK(*) +4.5% +1.5%

有償旅客数(*) +3.3% +1.8%

座席利用率（%） 76.6% 61.4%

ユニットレベニュー(1) (*) +0.9% ▲3.0%

イールド(2) (*) +0.2% ▲0.1%

単価(3) (*) +1.4% ▲0.5%

注：

1. ユニットレベニュー=旅客収入/ASK
2. イールド=旅客収入/RPK
3. 単価=旅客収入/有償旅客数
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国際旅客事業に関しましては、日本発、海外発ともに総需要が堅調に推移するなか、ヘルシンキ線の開設など、総需要の伸びに見

合った供給増を図り、収入増につなげていく計画としております。

長距離路線の割合が増えることによってイールドが低下する要因となるものの、SKY SUITE 777の投入などによって 高単価旅客の

比率を高めていくことにより、ほぼ前年度並みのイールドとなる想定としております。

国際線においては 高品質・フルサービスを目指して 様々な商品、サービスを展開し、 収益を最大化すべく、取り組んでまいります。

国内旅客事業に関しましては、羽田や伊丹の増枠により、供給は増加いたしますが、現在の競争環境なども勘案し、供給の伸びよ

りも需要の伸びが若干低くなる計画としております。

単価につきましては、前年をやや下回る程度でほぼ変わらないと想定しております。

国内線においては、便利さ、シンプルさ、を念頭に、今後も様々な施策を展開し、安定した収益を確保してまいります。
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営業利益予想の増減推移営業利益予想の増減推移

費用+884億円

（単位：億円)

収入+331億円
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2014年3月期 業績予想

1,952

+193

+67 ▲8

+78

▲173

▲111

▲398

▲61

▲26▲21

1,400

• 平均年齢増による単価増

• 新人賃制度

• 新制服・教育・採用・不動産賃借料 等

• 賞与増加

• 客室改修集中等による整備外注費増
• IT刷新に関わるもの 等

• 羽田国際線拡大関連 等

• 運航施設利用費

• 燃油消費量増加

• 為替想定 95円 等

▲95

• 新規採用等

• 旅行商品販売拡大による仕入れ増加等



30

収入面ですが、ヘルシンキ線の開設などにより、国際線で193億円、伊丹路線の増便や需要に応じた柔軟な機材配置などにより、

国内線で67億円の収入増加となる見込みです。

供給連動費用として、173億円の費用増加を見込んでおります。燃油消費量増加よるものはこのうちの約6割を占めております。な

お、ここで示しております供給連動費用の項目は、17ページで示しているものとは異なった項目の集計となっております。

収入連動費用は111億円の増加を見込んでおりますが、これは旅行商品の販売拡大による仕入れ増加等が主な要因です。ここでも

当ページで示しております収入連動費用の項目は、17ページで示しているものとは異なった項目の集計となっております。

為替影響等として398億円の増加を見込んでおります。これは為替想定を95円に変えたことによるものです。燃油費への影響がその

ほとんどとなっております。

短期的変動費用として95億円の増加を見込んでおります。これは2013年度の賞与の増加や、高品質・フルサービスを追求するため

の客室改修の集中等による整備外注費増、また効率的な運営体制構築のためのIT刷新に係わる費用の増加によるものです。

また、先行投資として21億円の増加を見込んでおります。これは2014年度からの羽田空港の国際線拡大を見据えた準備を本年度

より実施していくための費用増加が中心です。

採用等人員増加の26億円に関しましては、こちらも羽田空港の国際線拡大等による諸元増に備えた人員増加によるものです。

その他の費用として見込んでいる61億円につきましては、社員の平均年齢増による給与単価増や一部子会社に導入した新賃金制

度、新制服導入費用などとなっております。

結果、2013年度に関しましては、円安による費用増加や先行的費用増加を見込んでおりますが、抜本的な費用効率化への取り組

みを継続し、さらなるコスト削減にむけて邁進してまいります。



燃油・為替の影響度燃油・為替の影響度
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2012年度実績 2013年度計画

シンガポールケロシン (USD/bbl) 127.1 127

日本入着原油（CIFJ）（USD/bbl） 114.4 114

為替レート(円/USD) 82.4 95

原油（1USD/bblの変動） 約20億円/年

為替（1円/USDの変動） 約25億円/年

燃油費への感応度(ヘッジなし)実績と計画前提値

燃油費に対する年度別ヘッジ割合 (2013年3月末時点)

40%

10%
5%

80%

10%
5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2013年度 2014年度 2015年度

燃油 為替
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当社では、燃油費の一部についてヘッジを実施しております。

 2013年3月末時点での燃油のヘッジ割合につきましては、2013年度約40%、2014年度約10％、2015年度約5％となっておりま

す。同じく為替のヘッジ割合につきましては2013年度約80%、2014年度約10％、2015年度約5％となっております。

 2013年度のヘッジ無しの場合における感応度は、原油1バレルあたり約20億円。為替1円あたり約25億円となっております。
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注：
1. ネットD/Eレシオ＝（オンバランス有利子負債+オフバランス未経過リース料-現預金）/（自己資本）、予想値に関しては航空機未経過リース料予想値を用いる
2. ROA = 営業利益/(((期初総資産+期末総資産)+(期初オフバランス未経過リース料+期末オフバランス未経過リース料))/2)、 予想値に関しては航空機未経過リース料予想値を用いる
3. 定期預金の入出金を除く

2014年3月期業績予想（連結貸借対照表／キャッシュフロー）2014年3月期業績予想（連結貸借対照表／キャッシュフロー）

（億円） FY12末実績 FY13末予想 差

総資産 12,166 12,730 +563 

有利子負債残高 1,601 1,290 ▲311
自己資本 5,650 6,440 +789 

自己資本比率 (%) 46.4% 50.6% +4.1pt

ネットD/Eレシオ（倍）(1) 0.0ｘ ▲0.2x ▲0.2x
ROA (%) (2) 14.2% 9.8% ▲4.4pt

（億円） FY12実績 FY13予想 差

営業キャッシュフロー 2,648 2,270 ▲378
投資キャッシュフロー (3) ▲1,290 ▲1,270 +20

フリーキャッシュフロー (3) 1,358 1,000 ▲358
財務キャッシュフロー ▲606 ▲620 ▲13 

EBITDA 2,762 2,230 ▲532
EBITDAR 3,071 2,530 ▲541

連結貸借対照表

連結キャッシュ・フロー計算書
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自己資本は連結純利益見通しの計上によって6,440億円を見込んでおります。結果、自己資本比率は50.6%となる見込みです。

キャッシュフローの見通しにつきましては、営業利益1,400億円の見通しにおける営業キャッシュフローは2,270億円、投資キャッシュフ

ローは、1,270億円となる見込みです。結果、フリーキャッシュフローは1,000億円となる見込みです。



P.12013年3月期業績サマリー 及び 株主還元1

P.52012～2016年度 中期経営計画 ローリングプラン概要2

P.152013年3月期 業績詳細3

P.272014年3月期 通期業績予想4

P.33参考資料
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《参考》 外国人等の株主名簿への記録について《参考》 外国人等の株主名簿への記録について

 当社は、航空法の規制に基づき、外国人等株主の議決権の割合が1/3以上となる場合は、超過部分について株主名簿への記録を拒否すること

を定款上定めております。

 具体的には、株主名簿の基準日（通常は9月末及び3月末）において外国人等株主の所有比率が1/3以上となる場合、同時点の日本人株主の

所有比率の半分の割合未満まで外国人等株主の議決権が減少します。

※ディスクレーマー
上記は航空法に定める外国人等が有する株式について、航空法第４条第１項第４号に該当することとならないよう、株主名簿に記録することを拒む場合の議決権の割合の計算方法を簡便的に図示したものであり、実際の
計算結果とは異なります。また、単元未満株式、自己株式につきましても考慮しておりません。実際の議決権の割合の計算結果については、航空法及び定款等に基づいて行うこととなります。

所有比率(1) 外国人等（約37.34%所有）

議決権(1) 外国人等（約31.32%）

株主名簿への記録を拒んだ外国人等株主の所有比率・株数（約6.01%）（議決権なし）

外国人等（40%所有） 日本人（60%所有）

100%

外国人等（30%未満） 日本人（60%）
30%未満

60%+30%未満
＝

日本人株主の所有比
率の半分未満

議決権(1)

所有比率(1)

(1): 発行済株式総数に占める割合。自己株式等は考慮しておりません。

外国人等株主
議決権の割合

＝

株主名簿への記録を拒んだ外国人等株主の
所有比率（10%以上）（議決権なし）

定款に基づいて株主名簿への記録を拒否

1
3 未満

2013年3月末時点の株主構成

外資規制の考え方 (例：外国人等の所有比率が40％の場合)
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《参考》 外国人等株主への配当金の支払いについて《参考》 外国人等株主への配当金の支払いについて

 当社は、株主への利益還元を積極的に行うという基本方針に鑑み、外国人等株主の所有比率が1/3以上を占める

場合も、持株数に応じた配当金を受け取ることができるよう、定款変更の具体的な準備を進めて行く方針を決定致

しました。

 具体的には、本年6月に開催予定の定時株主総会において定款変更案を付議する予定です。

＊ 配当の基準日となる各年度末時点における株主名簿は、航空法施行規則第二百二十六条の三に基づき、9月末および3月末の保有状況を考慮して作成されます。

 2013年3月末時点における株主名簿*記録
の株主に対してのみ配当金を支払う

 2012年度は、持株数ベースではなく、議決権
数ベースで配当額が決定される

2012年度 2013年度

定
時
株
主
総
会

9月末 3月末 3月末9月末 3月末9月末

2014年度

6月

株主名簿の基準日（配当の基準日は3月末のみ）

 定時株主総会にて定款変更が承認可決された場合、2013年度以
降、議決権数にかかわらず持株数に応じて配当金を支払う
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当資料に関するお問い合わせ先

日本航空株式会社

財務・経理本部 財務部

電話番号 03-5460-3068



免責事項免責事項
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す。これらの記述又は前提・仮定は当社経営陣の判断ないし主観的な予想を含むものであり、様々なリスク及
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りません。
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